
【表紙】 

【提出書類】 半期報告書 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成19年12月20日 

【中間会計期間】 第８期中（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

【会社名】 ネクステック株式会社 

【英訳名】 Nextech Corporation 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  山田 太郎 

【本店の所在の場所】 東京都港区港南二丁目16番１号 品川イーストワンタワー12F 

【電話番号】 03-6717-6951 

【事務連絡者氏名】 取締役ＣＦＯ  斎藤 泰志 

【最寄りの連絡場所】 東京都港区港南二丁目16番１号 品川イーストワンタワー12F 

【電話番号】 03-6717-6951 

【事務連絡者氏名】 取締役ＣＦＯ  斎藤 泰志 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 



第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第７期中及び第８期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式は存在するものの

１株当たり中間純損失であるため記載しておりません。 

３．臨時雇用者の総数は従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。 

４．第７期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針(企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。 

回次 第６期中 第７期中 第８期中 第６期 第７期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 (千円)  654,116 1,340,433 638,769 2,031,159 3,167,872 

経常利益又は 

経常損失（△） 
(千円)  45,665 115,523 △486,861 196,941 433,231 

中間(当期)純利益又は 

中間純損失(△) 
(千円)  24,256 △148,006 △660,736 91,421 10,042 

純資産額 (千円)  1,080,073 1,569,287 959,662 1,155,679 1,823,502 

総資産額 (千円)  1,340,874 3,430,298 4,307,330 3,100,819 4,060,809 

１株当たり純資産額 
(円) 

  
74,570.13 90,133.09 56,810.22 77,313.30 99,926.37 

１株当たり中間(当期)純利

益金額又は１株当たり中間

純損失金額(△) 

(円)  1,694.60 △9,614.57 △42,189.90 6,270.36 646.74 

潜在株式調整後１株当たり

中間(当期)純利益金額 
(円)  1,556.00 － － 5,894.00 634.36 

自己資本比率 (％)  80.5 40.9 20.7 37.3 38.4 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円)  △169,531 △89,245 △415,137 △67,185 47,753 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円)  △284,321 △319,121 △109,313 △676,197 △882,707 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円)  2,835 △3,039 886,254 1,157,104 200,377 

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高 
 (千円) 187,012 648,333 787,807 1,051,676 424,695 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

(人)  

 

62 

(－) 

103 

(－) 

241 

(－) 

91 

(－) 

156 

(－) 



 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第７期中及び第８期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式は存在するものの

１株当たり中間純損失であるため記載しておりません。 

３．臨時雇用者の総数は従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。 

      (2) 提出会社の経営指標等  

回次 第６期中 第７期中 第８期中 第６期 第７期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 （千円） 654,116 1,095,966 494,834 1,724,484 2,598,901 

経常利益又は 

経常損失（△） 
（千円） 49,362 120,294 △375,911 197,586 431,151 

中間(当期)純利益又は 

中間純損失(△) 
（千円） 28,014 △142,908 △578,898 118,848 32,684 

資本金 （千円） 395,260 402,110 402,940 399,480 402,790 

発行済株式総数 （株） 14,484.00 15,564.86 15,724.86 14,948.00 15,632.86 

純資産額 （千円） 1,083,831 1,434,178 1,026,867 1,183,105 1,610,753 

総資産額 （千円） 1,343,815 3,166,683 4,255,205 2,774,591 3,591,842 

１株当たり純資産額 （円） 74,829.57 92,201.53 65,115.16 79,148.09 103,108.98 

１株当たり中間(当期)純利

益金額又は１株当たり中間

純損失金額(△) 

（円） 1,957.11 △9,283.38 △36,964.35 8,151.46 2,104.90 

潜在株式調整後１株当たり

中間(当期)純利益金額 
（円） 1,797.04 － － 7,662.20 2,064.62 

１株当たり配当額 （円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 80.7 45.3 24.0 42.6 44.8 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 
（人） 

62 

(－) 

92 

(－) 

114 

(－) 

78 

(－) 

107 

(－) 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。なお、関係会社については「３ 関係会社の状況」に記載のとおりの異動がありました。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間における主な関係会社の異動は、次のとおりであります。 

(1）新たに提出会社の関係会社になった会社 

 （注）  議決権の所有割合の（）内は、間接所有割合で内数であります。 

(2）その他の異動 

 当中間連結会計期間において、連結子会社であった㈱フォー・リンク・システムズは当社が保有する株式の一

部を売却したため、連結子会社から持分法適用関連会社となっております。 

(3）会社名の変更 

 連結子会社であるGoldsworth Assets Ltd.は、Nextech Asia Holdings Ltd.に社名変更いたしました。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．当社グループは事業の種類別セグメント情報を記載しておらず、また、複数の事業部門等がありませんので

連結会社における従業員数の合計を全社として記載しております。 

 ２．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者の総数は従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しており

ます。 

 ３．従業員数が前連結会計年度末に比べ85名増加しておりますが、その主な要因は中国子会社の北京兆維億方科

技発展有限公司においてネットワーク機器関連販売事業の伸びが順調であることから積極的に増員したこと

によります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者の総数は従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しており

ます。 

 ２．従業員数が前連結会計年度末に比べ7名増加しておりますが、その主な要因は業容拡大に伴う採用によるも

のであります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事業内容 
議決権の 

所有割合(％) 
関係内容 

（連結子会社）           

ネクステックウェ

イブ㈱ 
東京都港区  20 

 データマネジメント、システム

運用デザイン、データクレンジ

ング 

51.0 
 役員の兼任 ２名 

 資金援助あり 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）  

全社(注)１ 241 

 合計 241 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 114 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当社の顧客対象である製造業において、「製品の短納期化」や「コスト競争力強化」等対処すべき課題が増えて

おり、課題解決に向けたプロジェクト等の投資が継続的かつ積極的に行われていることから、当社の事業環境は、

引き続き追い風です。 

 当中間連結会計期間においては、前期に受注いたしました複数のプロジェクトを有する案件について、プロジェ

クトの進行中に今後の実施内容や進行方法等に関する見直しが必要となったことから、クライアントと協議の上、

金額を含む契約内容の変更を行いました。従来、その大部分のプロジェクトにおいて売上計上方法に「進行基準」

を適用しておりましたが、契約変更によって「進行基準」の適用要件を満たさなくなったことから、当該プロジェ

クトの売上計上方法を「検収基準」に変更することとなりました。その結果、当該プロジェクトに係る売上高につ

いて、前期計上額および当期計上見込額の大部分が来期以降に計上される見込みとなりました。このため、前期計

上額の修正によって、当中間連結会計期間において特別損失（契約変更損）439,806千円が発生しました。また、

一部プロジェクトにおいて、契約変更に伴い原価が契約金額を上回ったため、当中間連結会計期間においてその不

採算金額を受注損失引当金として計上したこと等により、一時的に原価率が上昇いたしました。 

 この結果、当中間連結会計期間の売上高は638,769千円（前年同期比52.3％減）、経常損失は486,861千円（前年

同期は115,523千円の利益）、中間純損失660,736千円（前年同期は148,006千円の損失）となりました。  

   (2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、税金等調整前中間純

損失や契約変更損、長期借入れによる収入等により、当中間連結会計期間末には787,807千円(前年同期比21.5％

増)となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 営業活動の結果使用したキャッシュ・フローは415,137千円(前年同期比365.2％増)となりました。これは税金等

調整前中間純損失918,787千円(前年同期比386.9％増)に加え、契約変更損439,806千円(前年同期は－千円)の発生

や、売上債権の減少による収入415,582千円（前年同期は227,582千円の増加）、棚卸資産の増加による支出

398,493千円(前年同期比773.8％増)等によるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 投資活動の結果使用したキャッシュ・フローは109,313千円(前年同期比65.7％減)となりました。これは、主に

ＰＬＭパッケージソフトウェア「Speed PLMware.®」等の開発に伴う無形固定資産の取得による支出178,101千円

(同27.4％減)や、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入65,883千円(前年同期は－千円)によるもの

であります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 財務活動の結果獲得したキャッシュ・フローは886,254千円(前年同期は3,039千円の資金の使用)となりました。

これは、主に短期借入金の純増596,647千円(前年同期比170.8％増)、長期借入れによる収入450,000千円(前年同期

は－千円)、長期借入金の返済160,000千円(前年同期比28.2％減)によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間の受注実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実

績に対する割合は、次のとおりであります。 

 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

（※）当社の事業区分である「プロフェッショナルサービス」は、グランドデザイン・サービスからデータマネジメン

ト・サービス及び情報（ＩＴ）システム構築までのサービスを統合的に提供する場合があることから、それぞれの

サービスについて生産実績、受注実績及び販売実績を明確に区分することが困難となっております。 

事業区分別 生産高（千円） 前年同期比（％） 

プロフェッショナルサービス（※） 916,656 98.4 

事業区分別 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

プロフェッショナルサービス（※） 751,739 54.2 2,098,876 764.9 

事業区分別 販売高（千円） 前年同期比（％） 

プロフェッショナルサービス（※） 638,769 47.7 

相手先 金額(千円) 割合(％) 

矢崎総業㈱ 517,990 38.6 

三菱電機㈱ 100,000 7.5 

三菱重工業㈱ 92,592 6.9 

相手先 金額(千円) 割合(％) 

本田技研工業㈱ 98,800 15.5 

㈱アドヴィックス  80,200 12.6 

㈱森精機製作所  74,250 11.6 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成19年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 52,800 

計 52,800 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数（株） 

（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月20日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名 
内容 

普通株式 15,724.86 15,724.86 
東京証券取引所 

（マザーズ） 
－ 

計 15,724.86 15,724.86 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法に基づき発行した新株予約権（ストックオプション）は、次のとおりであります。 

①平成15年９月30日臨時株主総会特別決議（平成16年９月27日取締役会決議） 

 （注）１．平成16年９月27日開催の取締役会決議に基づき、平成16年10月13日をもって１株を４株に分割いたしまし

た。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使に

より株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されています。 

２．時価を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により払込金額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は切上げるものとします。 

また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、１円未満の端数は切上げるも

のとします。 

３．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、取締役会決議における新株発行決議から、退職等

の理由による権利喪失者の新株予約権の数を減じております。 

４．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。調

整の結果生じる１株未満の株式については、これを切捨てるものとします。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 10（注）３ 10（注）３ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 40（注）１．３ 40（注）１．３ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 20,000（注）１．２ 同左 

新株予約権の行使期間 

 平成16年９月27日から平成21

年９月26日までの５年間。ただ

し、会社が株式を証券取引所又

は店頭市場に上場した日から６

ヶ月を経過した日までは行使で

きない。 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格     20,000 

資本組入額    10,000 

（注）１ 

同左 

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権行使時においても

当社の役員又は従業員であるこ

とを要する。ただし、正当な理

由のある場合並びに相続により

新株予約権を取得した場合で、

取締役会で承認を得た場合はこ

の限りでない。権利行使は、行

使時において会社が株式を証券

取引所又は店頭市場に上場して

いる場合のみに限る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 原則として、新株予約権の譲

渡、質入その他の処分は認めな

い。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項 
－ － 

        

既発行株式数 ＋ 

新規発行又は

処分株式数 
× 

１株当たり払込金額 

又は処分価額 

調整後 

払込金額 
＝ 

調整前 

払込金額 
× 

１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 



②平成15年９月30日臨時株主総会特別決議（平成16年９月27日取締役会決議） 

 （注）１．平成16年９月27日開催の取締役会決議に基づき、平成16年10月13日をもって１株を４株に分割いたしまし

た。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使に

より株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されています。 

２．時価を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により払込金額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は切上げるものとします。 

また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、１円未満の端数は切上げるも

のとします。 

３．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、取締役会決議における新株発行決議から、退職等

の理由による権利喪失者の新株予約権の数を減じております。 

４．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。調

整の結果生じる１株未満の株式については、これを切捨てるものとします。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 22（注）３ 22（注）３ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 88（注）１．３ 88（注）１．３ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 20,000（注）１．２ 同左 

新株予約権の行使期間 

 平成16年９月27日から平成21

年９月26日までの５年間。ただ

し、会社が株式を証券取引所又

は店頭市場に上場した日から１

年を経過した日までは行使でき

ない。 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格     20,000 

資本組入額    10,000 

（注）１ 

同左 

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権行使時においても

当社の役員又は従業員であるこ

とを要する。ただし、正当な理

由のある場合並びに相続により

新株予約権を取得した場合で、

取締役会で承認を得た場合はこ

の限りでない。権利行使は、行

使時において会社が株式を証券

取引所又は店頭市場に上場して

いる場合のみに限る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 原則として、新株予約権の譲

渡、質入その他の処分は認めな

い。 

同左 

代用払込みに関する事項 －  －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項 
－ － 

        

既発行株式数 ＋ 

新規発行又は

処分株式数 
× 

１株当たり払込金額 

又は処分価額 

調整後 

払込金額 
＝ 

調整前 

払込金額 
× 

１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 



③平成17年６月29日定時株主総会特別決議（平成17年６月29日取締役会決議） 

 （注）１．時価を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により払込金額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は切上げるものとします。 

また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、１円未満の端数は切上げるも

のとします。 

２．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、取締役会決議における新株発行決議から、退職等

の理由による権利喪失者の新株予約権の数を減じております。 

３．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。調

整の結果生じる１株未満の株式については、これを切捨てるものとします。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 980（注）２ 920（注）２ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 980（注）２ 920（注）２ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,244,250（注）１ 同左 

新株予約権の行使期間 

 平成19年７月１日から平成24

年６月30日までの５年間。ただ

し、権利行使期間の最終日が当

社の休業日にあたる場合には、

その前営業日を最終日とする。 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    1,244,250 

資本組入額   622,125 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 各新株予約権の一部行使は認

められない。 

 新株予約権行使時においても

当社又は当社子会社の役員又は

従業員であることを要する。た

だし、正当な理由のある場合並

びに相続により新株予約権を取

得した場合で、取締役会で承認

を得た場合はこの限りでない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権を譲渡するには取

締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項 
－ － 

        

既発行株式数 ＋ 

新規発行又は

処分株式数 
× 

１株当たり払込金額 

又は処分価額 

調整後 

払込金額 
＝ 

調整前 

払込金額 
× 

１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 



④平成17年６月29日定時株主総会特別決議（平成17年７月15日取締役会決議） 

 （注）１．時価を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により払込金額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は切上げるものとします。 

また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、１円未満の端数は切上げるも

のとします。 

２．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、取締役会決議における新株発行決議から、退職等

の理由による権利喪失者の新株予約権の数を減じております。 

３．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。調

整の結果生じる１株未満の株式については、これを切捨てるものとします。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 127（注）２ 127（注）２ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 127（注）２ 127（注）２ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,244,250（注）１ 同左 

新株予約権の行使期間 

 平成19年７月１日から平成24

年６月30日までの５年間。ただ

し、権利行使期間の最終日が当

社の休業日にあたる場合には、

その前営業日を最終日とする。 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    1,244,250 

資本組入額   622,125 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 各新株予約権の一部行使は認

められない。新株予約権行使時

においても当社又は当社子会社

の役員又は従業員であることを

要する。ただし、正当な理由の

ある場合並びに相続により新株

予約権を取得した場合で、取締

役会で承認を得た場合はこの限

りでない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権を譲渡するには取

締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項 
－ － 

        

既発行株式数 ＋ 

新規発行又は

処分株式数 
× 

１株当たり払込金額 

又は処分価額 

調整後 

払込金額 
＝ 

調整前 

払込金額 
× 

１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 



   ⑤平成17年６月29日定時株主総会特別決議（平成18年３月20日取締役会決議） 

 （注）１．時価を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により払込金額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は切上げるものとします。 

また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、１円未満の端数は切上げるも

のとします。 

２．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、取締役会決議における新株発行決議から、退職等

の理由による権利喪失者の新株予約権の数を減じております。 

３．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。調

整の結果生じる１株未満の株式については、これを切捨てるものとします。 

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 ×分割・併合の比率 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 580（注）２ 550（注）２ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 580（注）２ 550（注）２ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,157,835（注）１   同左 

新株予約権の行使期間 

平成19年７月１日から平成24

年６月30日までの５年間。ただ

し、権利行使期間の最終日が当

社の休業日にあたる場合には、

その前営業日を最終日とする。 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 1,157,835 

資本組入額 578,918 
同左 

新株予約権の行使の条件 

各新株予約権の一部行使は認

められない。新株予約権行使時

においても当社又は当社子会社

の役員又は従業員であることを

要する。ただし、正当な理由の

ある場合並びに相続により新株

予約権を取得した場合で、取締

役会で承認を得た場合はこの限

りでない。 

同左  

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取

締役会の承認を要する。 
同左  

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項 
－ － 

        
既発行株式数 ＋

新規発行又は
処分株式数 

×
１株当たり払込金額
又は処分価額 

調整後 
払込金額 

＝ 
調整前
払込金額 

× 
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 



 会社法に基づき発行した新株予約権（ストックオプション）は、次のとおりであります。 

   ①平成19年６月26日定時株主総会特別決議（平成19年７月５日取締役会決議） 

 （注）１．時価を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により払込金額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は切上げるものとします。 

また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、１円未満の端数は切上げるも

のとします。 

２．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、取締役会決議における新株発行決議から、退職等

の理由による権利喪失者の新株予約権の数を減じております。 

３．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。調

整の結果生じる１株未満の株式については、これを切捨てるものとします。 

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 ×分割・併合の比率 

４．当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る)、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転(以下

総称して「組織再編行為」という)をする場合には、組織再編行為の効力発生の時点において権利行使して

いない新株予約権の新株予約権者に対して、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社の

新株予約権を、当該組織再編行為の比率に応じてそれぞれ交付するものとします。ただし、吸収合併契約、

新設合併契約、吸収分割契約、新設分割契約、株式交換契約又は株式移転計画において、その旨を定めた場

合に限り交付するものとします。  

区分 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 489（注）２ 457（注）２ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 489（注）２ 457（注）２ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 500,000（注）１ 同左 

新株予約権の行使期間 

平成21年７月１日から平成23

年６月30日までの２年間。ただ

し、権利行使期間の最終日が当

社の休業日にあたる場合には、

その前営業日を最終日とする。 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  500,000 

資本組入額 250,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 

各新株予約権の一部行使は認

められない。新株予約権行使時

においても当社又は当社関係会

社の役員又は従業員であること

を要する。ただし、正当な理由

のある場合並びに相続により新

株予約権を取得した場合で、取

締役会で承認を得た場合はこの

限りでない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取

締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項 
（注）４ 同左 

        
既発行株式数 ＋

新規発行又は
処分株式数 

×
１株当たり払込金額
又は処分価額 

調整後 
払込金額 

＝ 
調整前
払込金額 

× 
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 



(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注） 新株予約権の行使による増加であります。 

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式 
総数残高(株)

資本金増減額
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金増
減額(千円) 

資本準備金 
残高(千円) 

平成19年４月１日～

平成19年9月30日 

（注） 

  92 15,724.86 150 402,940 150 845,146 



(5）【大株主の状況】 

 （注） 発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。 

  平成19年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数 
に対する所有株式 
数の割合(％) 

山田太郎  東京都大田区 3,960.00 25.18 

三菱ＵＦＪキャピタル㈱ 東京都中央区京橋２丁目14-１ 803.25 5.11 

みずほキャピタル㈱ 東京都中央区日本橋兜町４-３ 600.00 3.82 

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 
(信託口) 

東京都港区浜松町２丁目11-３ 400.00 2.54 

山口博之 東京都日野市 360.00 2.29 

りそなキャピタル㈱ 東京都中央区京橋１丁目３-１ 344.00 2.19 

ザバンクオブニューヨーク 
ジャスディックトリーティーアカウント 
(常任代理人 ㈱みずほコーポレート銀行
兜町証券決済業務室） 

AVENUE DES ARTS 35 KUNSTLAAN, 
1040 BRUSSELS, BELGIUM 
(東京都中央区日本橋兜町６-７) 

305.00 1.94 

第一生命保険相互会社 東京都中央区晴海１丁目８-12 280.00 1.78 

平田毅彦 東京都文京区 252.00 1.60 

龍田善久  大阪府狭山市  207.00 1.32 

計 － 7,511.25 47.77 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が３株含まれております。なお、「議決

権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれておりません。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて，役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 14 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 15,689 15,686 － 

端株 普通株式  21.86 － － 

発行済株式総数 15,724.86 － － 

総株主の議決権 － 15,686 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ネクステック㈱ 
東京都港区港南 

２丁目16-１ 
14 － 14 0.09 

計 － 14 － 14 0.09 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高（円） 286,000 310,000 382,000 332,000 293,000 220,000 

低（円） 191,000 213,000 298,000 262,000 210,000 167,000 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

（1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省

令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

（2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平

成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中

間財務諸表について、三優監査法人による中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金     650,683     787,807     425,895   

２．売掛金     1,075,957     364,786     1,316,367   

３．たな卸資産     65,588     775,616     47,595   

４．その他 ※2   210,602     260,831     101,181   

  貸倒引当金     △16,110     －     △21,630   

流動資産合計     1,986,722 57.9   2,189,042 50.8   1,869,410 46.0 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※1   134,885     112,137     144,280  

２．無形固定資産                    

(1）ソフトウェア     270,976     394,157     276,411   

(2）ソフトウェア仮勘
定 

    185,778     －     348,710   

(3）のれん     237,503     446,801     681,913   

(4）その他     16,337     125,883     24,116   

無形固定資産合計     710,597     966,842     1,331,151   

３．投資その他の資産                     

(1) 投資有価証券     －     292,328     32,750   

(2）繰延税金資産     409,524     604,029     527,474   

(3）その他     191,888     142,949     160,611   

  貸倒引当金     △3,321     －     △4,869   

投資その他の資産合計     598,092     1,039,307     715,966   

固定資産合計     1,443,575 42.1   2,118,287 49.2   2,191,399 54.0 

資産合計     3,430,298 100.0   4,307,330 100.0   4,060,809 100.0 

                     
 



   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．買掛金     237,879     204,004     186,319   

２．短期借入金     800,000     1,597,218     1,025,000   

３．1年内返済予定 
長期借入金 

    224,092     320,000     244,092   

４．前受金     －     426,384     －   

５．受注損失引当金     －     47,157     －   

６．その他     140,645     126,770     370,375   

流動負債合計     1,402,617 40.9   2,721,535 63.2   1,825,788 45.0 

Ⅱ 固定負債                    

１．長期借入金     415,746     542,000     373,700   

２．受注損失引当金     －     51,040     －   

３．その他     42,646     33,090     37,818   

固定負債合計     458,392 13.4   626,131 14.5   411,518 10.1 

負債合計     1,861,010 54.3   3,347,667 77.7   2,237,306 55.1 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     402,110 11.7   402,940 9.4   402,790 9.9 

２．資本剰余金     844,316 24.7   845,146 19.6   844,996 20.8 

３．利益剰余金     160,963 4.7   △341,723 △7.9   319,012 7.9 

４．自己株式     △5,385 △0.2   △6,948 △0.2   △5,763 △0.2 

株主資本合計     1,402,003 40.9   899,413 20.9   1,561,034 38.4 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評価
差額金 

    － －   △8,006 △0.2   － － 

２．為替換算調整勘定     － －   1,084 0.0   － － 

評価・換算差額等合計     － －   △6,922 △0.2   － － 

Ⅲ 新株予約権     － －   3,904 0.1   － － 

Ⅳ 少数株主持分     167,283 4.8   63,266 1.5   262,467 6.5 

純資産合計     1,569,287 45.7   959,662 22.3   1,823,502 44.9 

負債純資産合計     3,430,298 100.0   4,307,330 100.0   4,060,809 100.0 

                     



②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     1,340,433 100.0   638,769 100.0   3,167,872 100.0 

Ⅱ 売上原価     709,238 52.9   522,805 81.8   1,663,710 52.5 

売上総利益     631,195 47.1   115,964 18.2   1,504,162 47.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1   512,440 38.2   600,980 94.1   1,065,566 33.6 

営業利益又は 
営業損失（△） 

    118,754 8.9   △485,016 △75.9   438,595 13.9 

Ⅳ 営業外収益                     

 １．負ののれん償却額   4,625     4,727     9,454     

 ２．為替差益   －     3,946     －     

 ３．持分法投資利益   －     3,026     －     

 ４．その他   2,188 6,814 0.5 1,678 13,378 2.1 5,054 14,508 0.4 

Ⅴ 営業外費用                     

 １．支払利息   7,388     13,795     16,663     

 ２. 支払手数料   1,780     －     －     

 ３．その他   877 10,046 0.8 1,428 15,223 2.4 3,209 19,873 0.6 

経常利益又は 
経常損失（△） 

    115,523 8.6   △486,861 △76.2   433,231 13.7 

Ⅵ 特別利益                     

 １．貸倒引当金戻入益   16,600     －     9,533     

 ２．関係会社株式売却益   －     9,380     －     

 ３．その他   477 17,078 1.3 － 9,380 1.5 810 10,343 0.3 

Ⅶ 特別損失                     

 １．ソフトウェア 
     仮勘定評価損 

  321,318     －     321,318     

 ２．契約変更損   －     439,806     －     

 ３．その他   － 321,318 24.0 1,499 441,306 69.1 10,000 331,318 10.5 

税金等調整前中間 
純損失(△)又は 
当期純利益 

    △188,716 △14.1   △918,787 △143.8   112,255 3.5 

法人税、住民税 
及び事業税 

  663     875     1,620     

法人税等調整額   △58,336 △57,672 △4.3 △224,764 △223,889 △35.1 66,488 68,109 2.1 

少数株主利益又は 
少数株主損失(△) 

    16,962 1.2   △34,161 △5.3   34,104 1.1 

中間純損失(△)又は
当期純利益 

    △148,006 △11.0   △660,736 △103.4   10,042 0.3 

                     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 
株主資本 

少数株主持分 純資産合計 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日 残高(千円） 399,480 447,580 308,619 － 1,155,679 150,321 1,306,000 

中間連結会計期間中の変動額              

新株の発行 2,630 2,630 － － 5,260 － 5,260 

中間純損失 － － △148,006 － △148,006 － △148,006 

自己株式の取得 － － － △5,385 △5,385 － △5,385 

株式交換 － 394,106 － － 394,106 － 394,106 

連結子会社の合併による増加 － － 350 － 350 － 350 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額(純額) 
－ － － － － 16,962 16,962 

中間連結会計期間中の変動額合計 

(千円) 
2,630 396,736 △147,656 △5,385 246,324 16,962 263,286 

平成18年９月30日 残高(千円) 402,110 844,316 160,963 △5,385 1,402,003 167,283 1,569,287 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高(千円） 402,790 844,996 319,012 △5,763 1,561,034 

中間連結会計期間中の変動額          

新株の発行 150 150 － － 300 

中間純損失 － － △660,736 － △660,736 

自己株式の取得 － － － △1,185 △1,185 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額(純額) 
－ － － － － 

中間連結会計期間中の変動額合計 

(千円) 
150 150 △660,736 △1,185 △661,621 

平成19年９月30日 残高(千円) 402,940 845,146 △341,723 △6,948 899,413 

 

評価・換算差額等

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 その他有価証券 
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成19年３月31日 残高(千円） － － － － 262,467 1,823,502 

中間連結会計期間中の変動額            

新株の発行 － － － － － 300 

中間純損失 － － － － － △660,736 

自己株式の取得 － － － － － △1,185 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額(純額) 
△8,006 1,084 △6,922 3,904 △199,201 △202,218 

中間連結会計期間中の変動額合計 

(千円) 
△8,006 1,084 △6,922 3,904 △199,201 △863,839 

平成19年９月30日 残高(千円) △8,006 1,084 △6,922 3,904 63,266 959,662 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 
株主資本 

少数株主持分 純資産合計 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日 残高(千円） 399,480 447,580 308,619 － 1,155,679 150,321 1,306,000 

連結会計年度中の変動額              

新株の発行 3,310 3,310 － － 6,620 － 6,620 

当期純利益  － － 10,042 － 10,042 － 10,042 

自己株式の取得  － － － △5,763 △5,763 － △5,763 

株式交換  － 394,106 － － 394,106 － 394,106 

連結子会社の合併による増加 － － 350 － 350 － 350 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額(純額) 
 － －  －  － － 112,146 112,146 

連結会計年度中の変動額合計 

(千円) 
3,310 397,416 10,393 △5,763 405,355 112,146 517,501 

平成19年３月31日 残高(千円) 402,790 844,996 319,012 △5,763 1,561,034 262,467 1,823,502 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

税金等調整前中間純損失(△) 
又は当期純利益 

  △188,716 △918,787 112,255 

 のれん償却額   9,694 16,826 19,388 

 負ののれん償却額   △4,625 △4,727 △9,454 

 減価償却費   81,279 69,395 174,734 

 新株予約権の増加額   － 3,904 － 

 持分法投資利益   － △3,026 － 

 関係会社株式売却益   － △9,380 － 

 貸倒引当金の減少額   △16,600 － △9,533 

 受取利息及び受取配当金   △37 △917 △359 

 支払利息   7,388 13,795 16,663 

 受注損失引当金の増加額   － 98,198 － 

 ソフトウェア仮勘定評価損   321,318 － 321,318 

 契約変更損   － 439,806 － 

 売上債権の増減額(増加:△)   △227,582 415,582 △455,142 

 未収入金の増加額   △20,981 － △29,943 

 たな卸資産の増加額   △45,605 △398,493 △37,612 

 前払金の増加額   △9,660 － － 

 破産更生債権等の減少額   19,424 － － 

 仕入債務の増減額(減少:△)   43,741 △30,226 △32,492 

 未払金の増減額(減少:△)   10,502 △66,026 8,981 

 未払消費税等の増加額   14,093 － 10,016 

 未収消費税等の減少額   18,906 － 17,890 

 その他   △13,622 △21,175 36,174 

小計   △1,083 △395,252 142,885 

 利息及び配当金の受取額   37 971 359 

 利息の支払額   △7,860 △20,092 △15,108 

 法人税等の支払額   △80,338 △763 △80,383 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △89,245 △415,137 47,753 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

株式交換による子会社資金 
の受入額 

  5,462 － 5,462 

 有形固定資産の取得による支出   △44,540 △3,036 △72,311 

 無形固定資産の取得による支出   △245,257 △178,101 △448,858 

 連結の範囲の変更を伴う 
子会社株式の売却による収入 

  － 65,883 － 

 連結の範囲の変更を伴う子会社 
株式の取得による支出 

  － － △326,397 

 敷金保証金の支出   △36,283 － △40,288 

 少数株主からの払込みによる収入   － 9,800 － 

 その他   1,497 △3,859 △315 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △319,121 △109,313 △882,707 

 



   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

 株式の発行による収入   4,990 300 5,831 

 短期借入れによる収入   1,000,000 1,596,647 1,230,000 

 短期借入金の返済による支出   △779,690 △1,000,000 △784,690 

 長期借入れによる収入   － 450,000 100,000 

 長期借入金の返済による支出   △222,955 △160,000 △345,001 

 自己株式の取得による支出   △5,385 △1,185 △5,763 

 その他   － 492 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △3,039 886,254 200,377 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   8,064 1,308 7,596 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   △403,342 363,112 △626,981 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   1,051,676 424,695 1,051,676 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)
残高 

※1  648,333 787,807 424,695 

         



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数 ２社 

 連結子会社の名称 

 ネクステックシステムズ㈱ 

 ㈱フォー・リンク・システムズ 

※当中間連結会計期間中に株式

交換により完全子会社といたし

ましたポータル㈱につきまして

は、平成18年６月30日付で当社

を存続会社とする吸収合併を行

ったことにより連結の範囲から

除外しております。なお、合併

までの期間の損益及びキャッシ

ュ・フローは中間連結損益計算

書及び中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書に含まれておりま

す。 

(1)連結子会社の数 ５社 

 連結子会社の名称 

 ネクステックシステムズ㈱ 

 ネクステックウェイブ㈱ 

  Nextech Asia Holdings Ltd. 

  金河科技有限公司 

 北京兆維億方科技発展有限公司 

※ネクステックウェイブ㈱につ

いては当中間連結会計期間中に

新たに設立したため、連結の範

囲に含めております。 

※㈱フォー・リンク・システム

ズについては当中間連結会計期

間に株式を売却したことによ

り、連結の範囲から除外してお

ります。 

※Nextech Asia Holdings Ltd. 

については、当中間連結会計期

間中にGoldsworth Assets Ltd.

から社名変更しております。 

(1)連結子会社の数 ５社 

 連結子会社の名称 

 ネクステックシステムズ㈱ 

 ㈱フォー・リンク・システムズ 

  Goldsworth Assets Ltd. 

  金河科技有限公司 

 北京兆維億方科技発展有限公司 

※Goldsworth Assets Ltd.につ

いては平成19年3月19日に株式

取得及び第三者割当増資引受に

より当社の連結子会社であるネ

クステックシステムズ㈱の子会

社となったため、同社及び同社

の子会社である金河科技有限公

司及び北京兆維億方科技発展有

限公司を当連結会計年度より連

結の範囲に含めております。 

  (2)非連結子会社の名称等 

───────── 

(2)非連結子会社の名称等 

 非連結子会社の名称 

 北京力思泰信息技術有限公司 

(連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社は、総資産、売上

高、中間純損益(持分に見合う

額)及び利益剰余金(持分に見合

う額)等は、いずれも中間連結

財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないためであります。  

(2)非連結子会社の名称等 

───────── 

２．持分法の適用に関する事

項 

 非連結子会社及び関連会社がな

いため、該当事項はありません。 

(1)持分法適用の関連会社の数 １

社 

会社の名称 

 ㈱フォー・リンク・システムズ 

※㈱フォー・リンク・システムズ 

  については、当中間連結会計期 

  間に株式を売却したことから、 

  連結の範囲から除外し、持分法 

  適用の関連会社に含めておりま 

  す。 

 非連結子会社及び関連会社がない

ため、該当事項はありません。 

    (2)持分法を適用していない非連結

子会社(北京力思泰信息技術有

限公司)は、中間純損益(持分に

見合う額)及び利益剰余金(持分

に見合う額)等からみて持分法

の対象から除いても中間連結財

務諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性

がないため持分法の適用範囲か

ら除外しております。 

  

 



項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日） 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）に関する事項 

すべての連結子会社の中間決算日

は、中間連結決算日と一致してお

ります。 

中間決算日が中間連結決算日と

異なる連結子会社は次の通りで

す。 

 Nextech Asia Holdings Ltd. 

                         7/31 

 金河科技有限公司    3/31 

 北京兆維億方科技発展有限公司 

            6/30 

※Nextech Asia Holdings Ltd.

については同社の中間会計期間

に係る財務諸表を使用し、中間

連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要

な調整を行っております。 

※金河科技有限公司及び北京兆

維億方科技発展有限公司につい

ては、平成19年7月31日現在で実

施した仮決算に基づく財務諸表

を使用し、中間連結決算日との

間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行って

おります。 

決算日が連結決算日と異なる連結

子会社は次の通りです。 

 Goldsworth Assets Ltd.  1/31 

 金河科技有限公司    9/30 

 北京兆維億方科技発展有限公司 

             12/31 

※Goldsworth Assets Ltd.につい

ては同社の事業年度に係る財務諸

表を使用し、連結決算日との間に

生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っておりま

す。 

※金河科技有限公司及び北京兆維

億方科技発展有限公司について

は、平成19年1月31日現在で実施

した仮決算に基づく財務諸表を使

用し、連結決算日との間に生じた

重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法 

イ 有価証券 

(イ)その他有価証券 

時価のあるもの 

   ──────── 

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法 

イ 有価証券 

(イ)その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定)

を採用しております。  

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法 

イ 有価証券 

(イ)その他有価証券 

時価のあるもの 

   ──────── 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採

用しております。  

時価のないもの 

       同左 

時価のないもの 

       同左 

  ロ たな卸資産 

 (1)商品 

 総平均法による原価法を採用

しております。 

 (2)仕掛品 

 個別法による原価法を採用し

ております。 

 (3)貯蔵品 

 終仕入原価法を採用してお

ります。 

ロ たな卸資産 

 (1)商品 

同左 

  

 (2)仕掛品 

同左 

  

 (3)貯蔵品 

同左  

ロ たな卸資産 

 (1)商品 

同左 

  

 (2)仕掛品 

同左 

  

 (3)貯蔵品 

同左  

  (2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

イ 有形固定資産 

 定率法によっております。な

お、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

 建物     ８～18年 

 器具及び備品 ４～15年 

(2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

イ 有形固定資産 

 定率法によっております。た

だし在外子会社については定額

法によっております。なお、主

な耐用年数は次のとおりであり

ます。 

 建物     ８～18年 

 器具及び備品 ４～15年 

(2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

イ 有形固定資産 

同左  

 



項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日） 

  ロ 無形固定資産 

定 額法によっております。 

 なお、市場販売目的のソフト

ウェア及びコンテンツについて

は、見込有効期間(３年)におけ

る見込販売収益に基づく償却額

と販売可能な残存有効期間に基

づく均等配分額を比較しいずれ

か大きい金額を計上しておりま

す。自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法に

よっております。 

ロ 無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、市場販売目的のソフト

ウェアについては、見込有効期

間(３年)における見込販売収益

に基づく償却額と販売可能な残

存有効期間に基づく均等配分額

を比較しいずれか大きい金額を

計上しております。自社利用の

ソフトウェアについては、社内

における利用可能期間(５年)に

基づく定額法によっておりま

す。 

ロ 無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、市場販売目的のソフト

ウェア及びコンテンツについて

は、見込有効期間(３年)におけ

る見込販売収益に基づく償却額

と販売可能な残存有効期間に基

づく均等配分額を比較しいずれ

か大きい金額を計上しておりま

す。自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法に

よっております。 

  ハ 長期前払費用 

 当社は均等償却によっており

ます。 

ハ 長期前払費用 

同左  

ハ 長期前払費用 

同左  

  (3）重要な引当金の計上基準 

イ 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

イ 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

なお、当中間連結会計期間にお

いて回収不能見込額がないた

め、貸倒引当金は計上しており

ません。 

(3）重要な引当金の計上基準 

イ 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

  ───────── ロ 受注損失引当金 

 受注案件に係る将来の損失に

備えるため、当中間連結会計期

間末における受注案件のうち、

損失の発生が見込まれ、かつ、

その金額を合理的に見積ること

ができるものについて、その損

失見込額を計上しておりま

す。  

───────── 

  (4）重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準 

───────── 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。な

お、在外子会社の資産及び負債

は、中間連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調整勘

定及び少数株主持分に含めて計

上しております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、

在外子会社等の資産及び負債は

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算しております。 

  (5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左  

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左  

 



項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日） 

  (6）収益及び費用の計上基準 

 当社の収益及び費用の計上

は、原則として検収基準によっ

ております。ただし、作業期間

が６ヶ月超、かつ、受注金額が

５千万円以上で、収益及び費用

の見積りが可能なプロジェクト

については、進行基準を採用し

ております。 

(6）収益及び費用の計上基準 

同左  

(6）収益及び費用の計上基準 

同左  

  (7）その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(7）その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項 

同左  

(7）その他連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

同左  

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取

得日から３ヶ月以内に満期日の

到来する流動性の高い、容易に

換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資でありま

す。 

同左  同左  



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12

月９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」(企業会

計基準適用指針第８号 平成17年12月９日)を

当中間連結会計期間から適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

これまでの「資本の部」の合計に相当する金

額は1,402,003千円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における中間連

結貸借対照表の純資産の部については、中間

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 

 ────── (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計 

基準) 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基

準第５号 平成17年12月９日)及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」(企業会計基準適用指針第８号 平

成17年12月９日)を適用しております。これま

での「資本の部」の合計に相当する金額は

1,561,034千円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対

照表の純資産の部については、連結財務諸表

規則の改正に伴い、改正後の連結財務諸表規

則により作成しております。 

（企業結合に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「企業結合に係

る会計基準」(企業会計審議会 平成15年10月

31日)及び「事業分離等に関する会計基準」

(企業会計基準第７号平成17年12月27日)並び

に「企業結合会計基準及び事業分離等会計基

準に関する適用指針」（企業会計基準適用指

針第10号 平成17年12月27日）を適用してお

ります。 

───────── (企業結合に係る会計基準) 

 当連結会計年度より「企業結合に係る会計

基準」(企業会計審議会 平成15年10月31日)及

び「事業分離等に関する会計基準」(企業会計

基準第７号平成17年12月27日)並びに「企業結

合会計基準及び事業分離等会計基準に関する

適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 

終改正平成18年12月22日)を適用しておりま

す。 

 これに伴い、連結貸借対照表上、前連結会

計年度において無形固定資産として区分掲記

していた「連結調整勘定」については、「の

れん」とし、連結キャッシュ・フロー計算書

上、前連結会計年度において区分表示してい

た「連結調整勘定償却額」については、「の

れん償却額」として表示しております。 

(繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い) 

 当中間連結会計期間より、「繰延資産の会

計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報

告 第19号 平成18年８月11日)を適用してお

ります。これに伴い、前中間連結会計期間に

おいて営業外費用の内訳として表示しており

ます「新株発行費」については「株式交付

費」(当中間連結会計期間は269千円)とし、

営業外費用の総額の100分の10以下となった

ため、営業外費用の「その他」に含めて表示

することにいたしました。 

───────── (繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い) 

 当連結会計年度より、「繰延資産の会計処

理に関する当面の取扱い」(実務対応報告 第

19号 平成18年８月11日)を適用しておりま

す。これに伴い、前連結会計年度において営

業外費用の内訳として表示しております「新

株発行費」については「株式交付費」(当連結

会計年度は788千円)とし、営業外費用の総額

の100分の10以下となったため、営業外費用の

「その他」に含めて表示することにいたしま

した。 

 



前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

───────── ───────── (ストック・オプション等に関する会計基準) 

 当連結会計年度より、「ストック・オプシ

ョン等に関する会計基準」(企業会計基準第８

号 平成17年12月27日)及び「ストック・オプ

ション等に関する会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第11号  終改正平成18年５

月31日)を適用しております。これによる損益

に与える影響はありません。 

 ────── (減価償却方法の変更） 

 当社及び国内連結子会社は、当中間連結会

計期間から、法人税法の改正に伴い、平成19

年4月1日以降に取得した有形固定資産の減価

償却方法については、改正後の法人税法に基

づく方法に変更しております。これによる損

益に与える影響は軽微であります。  

 ────── 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

(中間連結貸借対照表) 

１．前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました「敷金保証

金」(当中間連結会計期間末残高145,605千円)は、資産の総額の100

分の５以下となったため、投資その他の資産の「その他」に含めて

表示することにいたしました。 

２．前中間連結会計期間まで投資その他の資産の「その他」に含め

て表示しておりました「繰延税金資産」は、当中間連結会計期間末

において資産の総額の100分の５を超えることとなったため、区分掲

記しております。なお、前中間連結会計期間末における「繰延税金

資産」の金額は983千円であります。 

(中間連結貸借対照表) 

１．前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました「ソフトウェア

仮勘定」(当中間連結会計期間末残高122,742千円)は、資産の総額の

100分の５以下となったため、無形固定資産の「その他」に含めて表

示することにいたしました。 

２．前中間連結会計期間まで投資その他の資産の「その他」に含めて

表示しておりました「投資有価証券」は、当中間連結会計期間末にお

いて資産の総額の100分の５を超えることとなったため、区分掲記し

ております。なお、前中間連結会計期間末における「投資有価証券」

の金額は32,750千円であります。 

３．前中間連結会計期間まで流動負債の「その他」に含めて表示して

おりました「前受金」は、当中間連結会計期間末において負債及び純

資産の総額の100分の５を超えることとなったため、区分掲記してお

ります。なお、前中間連結会計期間末における「前受金」の金額は

12,208千円であります。 

(中間連結損益計算書) 

 前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました「印税収入」(当

中間連結会計期間は359千円)は、営業外収益の総額の100分の10以下

となったため、営業外収益の「その他」に含めて表示することにい

たしました。 

(中間連結損益計算書) 

―――――――――― 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書) 

１．営業活動によるキャッシュ・フローの「前払金の増減額」は、

前中間連結会計期間は「その他」に含めて表示しておりましたが、

金額的重要性が増したため区分掲記しております。なお、前中間連

結会計期間の「その他」に含まれている「前払金の減少額」は418千

円であります。 

２．営業活動によるキャッシュ・フローの「未払金の増減額」は、

前中間連結会計期間は「その他」に含めて表示しておりましたが、

金額的重要性が増したため区分掲記しております。なお、前中間連

結会計期間の「その他」に含まれている「未払金の減少額」は 

△2,266千円であります。 

３．営業活動によるキャッシュ・フローの「預り金の増減額」は、

当中間連結会計期間において、金額的重要性が乏しくなったため

「その他」に含めております。なお、当中間連結会計期間の「その

他」に含まれている「預り金の減少額」は△96千円であります。 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書) 

１．営業活動によるキャッシュ・フローの「前払金の増加額」は、当

中間連結会計期間において、金額的重要性が乏しくなったため「その

他」に含めております。なお、当中間連結会計期間の「その他」に含

まれている「前払金の増加額」は4,109千円であります。 

２．営業活動によるキャッシュ・フローの「未収入金の増減額」は、

当中間連結会計期間において、金額的重要性が乏しくなったため「そ

の他」に含めております。なお、当中間連結会計期間の「その他」に

含まれている「未収入金の減少額」は24,986千円であります。 

３．営業活動によるキャッシュ・フローの「未払消費税等の増減額」

は、当中間連結会計期間において、金額的重要性が乏しくなったため

「その他」に含めております。なお、当中間連結会計期間の「その

他」に含まれている「未払消費税等の減少額」は9,847千円でありま

す。 

４．営業活動によるキャッシュ・フローの「未収消費税等の増減額」

は、当中間連結会計期間において、金額的重要性が乏しくなったため

「その他」に含めております。なお、当中間連結会計期間の「その

他」に含まれている「未収消費税等の増加額」は12,670千円でありま

す。 

５．投資活動によるキャッシュ・フローの「敷金保証金の支出」は、

当中間連結会計期間において、金額的重要性が乏しくなったため「そ

の他」に含めております。なお、当中間連結会計期間の「その他」に

含まれている「敷金保証金の支出」は684千円であります。 



追加情報 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

        ──────  当社及び国内連結子会社は、当中間連結会

計期間より、平成19年3月31日以前に取得し

た有形固定資産については、改正前の法人税

法に基づく減価償却の方法の適用により取得

価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結

会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘

価額との差額を５年間にわたり均等償却し、

減価償却費に含めて計上しております。これ

による損益に与える影響は軽微であります。 

 ────── 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

(中間連結損益計算書関係) 

前中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

48,823千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

76,544千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

65,191千円 

※２．ファクタリング方式により譲渡した売

上債権の未収額12,285千円が含まれてお

ります。 

※２．    ─────── ※２．    ─────── 

 ３．当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行４行と当座貸越契約を締

結しております。これら契約に基づく当

中間連結会計期間末の借入未実行残高は

次のとおりであります。  

当座貸越限度額の総額 2,500,000 千円 

借入実行残高 800,000 千円 

差引額 1,700,000 千円 

 ３．当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行４行と当座貸越契約を締

結しております。これら契約に基づく当

中間連結会計期間末の借入未実行残高は

次のとおりであります。  

当座貸越限度額の総額 2,500,000千円 

借入実行残高 1,600,000千円 

差引額 900,000千円 

 ３．当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行４行と当座貸越契約を締

結しております。これら契約に基づく当

連結会計年度末の借入未実行残高は次の

とおりであります。  

当座貸越限度額の総額 2,500,000千円 

借入実行残高 1,000,000千円 

差引額 1,500,000千円 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

役員報酬 53,990千円 

給与手当 154,797千円 

賃借料 54,018千円 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

役員報酬 68,820千円 

給与手当 158,991千円 

賃借料 59,496千円 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

役員報酬 109,509千円  

給与手当 309,697千円  

賃借料 113,900千円 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

(注)１．普通株式の発行済株式総数の増加616.86株は、新株予約権の権利行使による新株の発行による増加284株、ポー 

タル㈱との株式交換(ポータル㈱との普通株式１株に対して当社の普通株式0.013株を割当)による増加332.86株で 

あります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加は、端株の買取りによるものであります。 

  ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

     該当事項はありません。 

  ３．配当に関する事項 

     該当事項はありません。 

 当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

(注)１．普通株式の発行済株式総数の増加は、新株予約権の権利行使による新株の発行によるものであります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加は、端株の買取りによるものであります。 

  ３．配当に関する事項 

     該当事項はありません。 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項  

 
前連結会計年度末 

株式数（株） 

当中間連結会計期間 

増加株式数（株） 

当中間連結会計期間 

減少株式数（株） 

当中間連結会計期間

末株式数（株） 

発行済株式        

普通株式（注）１ 14,948.00 616.86 － 15,564.86 

合計 14,948.00 616.86 － 15,564.86 

自己株式        

普通株式（注）２ － 10.04 － 10.04 

合計 － 10.04 － 10.04 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項  

 
前連結会計年度末 

株式数（株） 

当中間連結会計期間 

増加株式数（株） 

当中間連結会計期間

減少株式数（株） 

当中間連結会計期間

末株式数（株） 

発行済株式        

普通株式（注）１ 15,632.86 92.00 － 15,724.86 

合計 15,632.86 92.00 － 15,724.86 

自己株式        

普通株式（注）２ 11.01 3.80 － 14.81 

合計 11.01 3.80 － 14.81 

  ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項  

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権の 

目的となる 

株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当中間連結 

会計期間末 

残高（千円） 
前連結会計 

年度末 

当中間連結会計

期間増加 

当中間連結会計

期間減少 

当中間連結 

会計期間末 

提出会社 

（親会社） 

ストック・オプション 

としての新株予約権 
― ― ― ― ― 3,904 

合計 ― ― ― ― ― 3,904 



 前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

(注)１．普通株式の発行済株式総数の増加684.86株は、新株予約権の権利行使による新株の発行による増加352株、ポー 

タル㈱との株式交換(ポータル㈱との普通株式１株に対して当社の普通株式0.013株を割当)による増加332.86株で 

あります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加は、端株の買取りによるものであります。 

  ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

     該当事項はありません。 

  ３．配当に関する事項 

     該当事項はありません。 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項  

 
前連結会計年度末 

株式数（株） 

当連結会計年度増加 

株式数（株） 

当連結会計年度減少 

株式数（株） 

当連結会計年度末 

株式数（株） 

発行済株式        

普通株式（注）１ 14,948.00 684.86 － 15,632.86 

合計 14,948.00 684.86 － 15,632.86 

自己株式        

普通株式（注）２ － 11.01 － 11.01 

合計 － 11.01 － 11.01 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

 （平成18年９月30日現在）  

現金及び預金勘定 650,683千円 

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金及び定期積金 
2,350千円  

現金及び現金同等物 648,333千円 

 （平成19年９月30日現在）  

現金及び預金勘定 787,807千円 

     
現金及び現金同等物 787,807千円 

 （平成19年３月31日現在）  

現金及び預金勘定 425,895千円 

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金及び定期積金 
1,200千円  

現金及び現金同等物 424,695千円 



(リース取引関係) 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

 (1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

 (1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

 (1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

器具及び備品 41,184 7,021 34,163 

車両 4,067 790 3,276 

ソフトウェア 45,169 37,044 8,124 

合計 90,421 44,856 45,565 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

器具及び備品 44,345 15,247 29,097 

ソフトウェア 7,999 3,332 4,666 

合計 52,344 18,580 33,763 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

器具及び備品 44,345 11,029 33,316 

車両 4,067 1,468 2,598 

ソフトウェア 45,169 39,702 5,466 

合計 93,581 52,200 41,381 

 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

 (2）未経過リース料期末残高相当額 

 未経過リース料期末残高相当額 

1年内 11,815千円 

1年超  34,847千円 

合計 46,662千円 

1年内 9,990千円

1年超  25,153千円

合計 35,144千円

1年内 11,173千円

1年超  31,435千円

合計 42,609千円

 (3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

 (3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

 (3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

支払リース料 8,499千円 

減価償却費相当額  7,605千円 

支払利息相当額  956千円 

支払リース料 5,510千円

減価償却費相当額  5,018千円

支払利息相当額  643千円

支払リース料 15,743千円

減価償却費相当額  10,509千円

支払利息相当額  1,664千円

 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

 (4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 (4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。 

 (5）利息相当額の算定方法 

同左 

 (5）利息相当額の算定方法 

同左 

(減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損失はあり

ません。  

(減損損失について) 

同左 

(減損損失について) 

同左  



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

(デリバティブ取引関係) 

 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年４月１

日 至 平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）において、当社グループ

はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

(ストック・オプション等関係) 

 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

  該当事項はありません。 

２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

 時価評価されていない主な有価証券の内容  

  中間連結貸借対照表計上額(千円) 

 その他有価証券  

 非上場株式 32,750 

１．その他有価証券で時価のあるもの  

  取得原価（千円）  
中間連結貸借対照表計上額 

(千円) 
 差額（千円） 

 その他有価証券      

株式  31,250 17,750 △13,500 

 ２．時価評価されていない主な有価証券の内容  

  中間連結貸借対照表計上額(千円) 

 その他有価証券  

 非上場株式 0 

子会社株式及び関連会社株式  

関連会社株式  274,578 

 時価評価されていない主な有価証券の内容  

  連結貸借対照表計上額(千円) 

 その他有価証券  

 非上場株式 32,750 

  
㈱フォー・リンク・システムズ 

ストック・オプション 

㈱フォー・リンク・システムズ 

ストック・オプション 

 付与対象者の区分及び人数 当社 
子会社㈱フォー・リンク・システムズの 

取締役 1名、同社従業員 4名 

 株式の種類別のストック・オプシ

ョンの付与数 
普通株式 365株 普通株式 200株 

 付与日 平成18年７月31日 平成18年７月31日 

 権利確定条件 
 付与日(平成18年７月31日)以降、権利確定日(平成20

年６月17日)まで継続して業務提携先であること。 

 付与日(平成18年７月31日)以降、権利確定日(平成20

年６月17日)まで継続して勤務していること。 

 対象勤務期間 －  自平成18年7月31日 至平成20年6月17日 

 権利行使期間  権利確定後８年以内  権利確定後８年以内 

 権利行使価格（円） 120,000 120,000 

 付与日における公正な評価単価

（円） 
－ － 



 当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

   売上原価         1,152千円 

   販売費及び一般管理費   2,752千円 

２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

 前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

  該当事項はありません。 

２．当連結会計年度に存在したストック・オプションの内容 

   提出会社 

 付与対象者の区分及び人数 

当社の取締役   ３名 

当社の監査役   ４名 

当社の従業員  108名 

 株式の種類別のストック・オプシ

ョンの付与数 
普通株式 502株 

 付与日 平成19年７月５日  

 権利確定条件 
新株予約権の割当を受けた者は権利行使時においても

当社及び当社関係会社の役員又は従業員であること。

 対象勤務期間  － 

 権利行使期間 平成21年７月１日から平成23年６月30日まで 

 権利行使価格（円） 500,000 

 付与日における公正な評価単価

（円） 
89,062 

  
㈱フォー・リンク・システムズ 

ストック・オプション 

㈱フォー・リンク・システムズ 

ストック・オプション 

 付与対象者の区分及び人数 当社 
子会社㈱フォー・リンク・システムズの 

取締役 1名、同社従業員 4名 

 株式の種類別のストック・オプシ

ョンの付与数 
普通株式 365株 普通株式 200株 

 付与日 平成18年７月31日 平成18年７月31日 

 権利確定条件 
 付与日(平成18年７月31日)以降、権利確定日(平成20

年６月17日)まで継続して業務提携先であること。 

 付与日(平成18年７月31日)以降、権利確定日(平成20

年６月17日)まで継続して勤務していること。 

 対象勤務期間 －  自平成18年7月31日 至平成20年6月17日 

 権利行使期間  権利確定後８年以内  権利確定後８年以内 

 権利行使価格（円） 120,000 120,000 

 付与日における公正な評価単価

（円） 
－ － 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年４月１

日 至 平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）において、当社グループ

は製造業特化型ソリューションサービス企業として、同一セグメントに属するグランドデザイン、データマネジメント、

情報(IT)システム構築(開発・導入・運用)等のプロフェッショナルサービスを行っており、当該事業以外に事業の種類が

ないため該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  当社グループには本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。 

 当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  (注)１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

    ２．日本以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

     アジア・・・中国（香港含む） 

 前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める割合

がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため記載を省略しております。 

 当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  (注)１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

   ２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

    アジア・・・中国（香港含む） 

   ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため記載を省略しております。 

  
日本 

(千円) 

アジア 

(千円) 

計 

(千円) 

消去又は全社  

(千円) 

連結  

(千円) 

 売上高           

 (1)外部顧客に対する売上高 506,334 132,434 638,769 ― 638,769 

 (2)セグメント間の内部売上高 

  又は振替高 
― 140,000 140,000 (140,000) ― 

 計 506,334 272,434 778,769 (140,000) 638,769 

 営業費用 919,706 218,204 1,137,910 (14,124) 1,123,786 

 営業利益 △413,371 54,230 △359,140 (125,875) △485,016 

  アジア 

Ⅰ 海外売上高（千円）  132,434 

Ⅱ 連結売上高（千円）  638,769 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  20.7 



(企業結合会計) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

（パーチェス法適用関係） 

１ 企業結合の概要 

   被取得企業の名称      ポータル㈱ 

   被取得企業の事業の内容   製造業向けデータコンサルティング 

   企業結合を行った主な理由  データクレンジング分野の強化のため 

   企業結合日         平成18年４月６日（株式交換）、平成18年６月30日（合併） 

   企業結合の法的形式     株式交換による完全子会社化及び当社との吸収合併 

   結合後企業の名称      ネクステック㈱（存続会社） 

   取得した議決権比率     100％（株式交換時） 

２ 中間連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

  自 平成18年４月1日 至 平成18年６月29日 

３ 取得企業の取得原価及びその内訳 

 (1) 被取得企業の取得原価 395,606千円 

 (2) 取得原価の内訳 株式取得費用 394,106千円 

           株式取得に直接要した支出額（デューデリジェンス費用）1,500千円 

４ 交付株式の内訳 

 (1) 交換比率 普通株式 ネクステック㈱ 1：ポータル㈱ 0.013 

 (2) 算定方法 中央青山PwCコンサルティング㈱に株式交換比率の算定を依頼し、同社から提出された参考資

料に基づきポータル㈱と協議の上、算定 

 (3) 交付株式数及びその評価額 332.86株 394,106千円 

５ 発生した負ののれんの金額等 

 (1) 負ののれんの金額 47,272千円 

 (2) 発生原因 ポータル㈱の今後の事業展開によって期待される将来の収益力から、同社より引き継ぐ繰越欠

損金から生ずる税効果を控除したことにより発生 

 (3) 償却方法及び償却期間  負ののれんの償却については、5年間で均等償却いたします。 

６ 企業結合日に受入れた資産及び引受けた負債の額並びにその主な内訳 

  (平成18年６月30日現在) 

  流動資産     102,033千円 

  固定資産      1,718千円 

  資産計      103,752千円 

  流動負債     102,215千円 

  負債計      102,215千円 

７ 取得原価の配分 

 繰延税金資産等の項目において、中間連結財務諸表作成時点における入手可能な合理的な情報等に基づき

暫定的な会計処理を行っているため、取得原価の配分は完了しておりません。 



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 該当事項はありません 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（パーチェス法適用関係） 

１ 企業結合の概要 

   被取得企業の名称      ポータル㈱ 

   被取得企業の事業の内容   製造業向けデータコンサルティング 

   企業結合を行った主な理由  データクレンジング分野の強化のため 

   企業結合日         平成18年４月６日（株式交換）、平成18年６月30日（合併） 

   企業結合の法的形式     株式交換による完全子会社化及び当社との吸収合併 

   結合後企業の名称      ネクステック㈱（存続会社） 

   取得した議決権比率     100％（株式交換時） 

２ 連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

  自 平成18年４月1日 至 平成18年６月29日 

３ 取得企業の取得原価及びその内訳 

 (1) 被取得企業の取得原価 395,606千円 

 (2) 取得原価の内訳 株式取得費用 394,106千円 

           株式取得に直接要した支出額（デューデリジェンス費用）1,500千円 

４ 交付株式の内訳 

 (1) 交換比率 普通株式 ネクステック㈱ 1：ポータル㈱ 0.013 

 (2) 算定方法 中央青山PwCコンサルティング㈱に株式交換比率の算定を依頼し、同社から提出された参考資

料に基づきポータル㈱と協議の上、算定 

 (3) 交付株式数及びその評価額 332.86株 394,106千円 

５ 発生した負ののれんの金額等 

 (1) 負ののれんの金額 47,272千円 

 (2) 発生原因 ポータル㈱の今後の事業展開によって期待される将来の収益力から、同社より引き継ぐ繰越欠

損金から生ずる税効果を控除したことにより発生 

 (3) 償却方法及び償却期間  負ののれんの償却については、5年間で均等償却いたします。 

６ 企業結合日に受入れた資産及び引受けた負債の額並びにその主な内訳 

  (平成18年６月30日現在) 

  流動資産     102,033千円 

  固定資産      1,718千円 

  資産計      103,752千円 

  流動負債     102,215千円 

  負債計      102,215千円 

７ 取得原価の配分 

 繰延税金資産等の項目において、連結財務諸表作成時点における入手可能な合理的な情報等に基づき暫定

的な会計処理を行っているため、取得原価の配分は完了しておりません。 



(１株当たり情報) 

 （注） １株当たり中間純損失金額又は当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上

の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式は存在するもの

の１株当たり中間純損失金額であるため記載

しておりません。 

１株当たり純資産額 90,133 円  09銭

１株当たり中間純損失金額 9,614 円  57銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式は存在するもの

の１株当たり中間純損失金額であるため記載

しておりません。 

１株当たり純資産額 56,810円  22銭

１株当たり中間純損失金額 42,189円  90銭

１株当たり純資産額 99,926 円  37銭

１株当たり当期純利益金額 646 円  74銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
634 円  36銭

 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

１株当たり中間純損失金額(△)又は当期純利益金

額 
      

中間純損失(△)又は当期純利益(千円) △148,006 △660,736 10,042 

普通株主に帰属しない金額(千円） － － － 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－)  (－) 

普通株式に係る中間純損失(△)又は当期純利益(千

円) 
△148,006 △660,736 10,042 

期中平均株式数（株） 15,394 15,661 15,535 

       

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額       

中間(当期)純利益調整額（千円） － － － 

（うち支払利息(税額相当額控除後)） (－) (－) (－) 

普通株式増加数(株) 378 － 303 

（うち新株予約権） (378) (－) (303) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり中間(当期)純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要 

ストックオプション ６種類

 新株予約権の数 1,904個 

 (普通株式    2,131株) 

 なお、この詳細は「第４提

出会社の状況、１．株式等の

状況、（２）新株予約権等の

状況」に記載のとおりであり

ます。 

ストックオプション ６種類

 新株予約権の数 2,208個 

 (普通株式    2,176株) 

 なお、この詳細は「第４提

出会社の状況、１．株式等の

状況、（２）新株予約権等の

状況」に記載のとおりであり

ます。 

ストック・オプション６種類

 新株予約権の数  1,841個 

 (普通株式    1,841株)

 なお、この詳細は「第４提

出会社の状況、１．株式等の

状況、（２）新株予約権等の

状況」に記載のとおりであり

ます。 



(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

──────── ──────── (子会社の設立) 

 当社は、平成19年３月26日開催の取締役会

において、当社51％出資による子会社を設立

することを決議しました。 

(1)子会社設立の目的 

 当社は、製造業専門のコンサルティング会

社 として、業務改革グランドデザインから

システム開発・導入、ソフトウェア開発・販

売まで、PLMソリューションサービスを提供し

ておりますが、現在、顧客のニーズがデータ

クレンジングサービスやデータメンテナンス

といったシステムの運用・保守領域まで拡大

してきているため、当社のサービスライン拡

大のため、同サービス領域における専門メン

バーを迎え、共同出資にて子会社を設立する

に至りました。 

(2)子会社の概要 

①商号 ネクステックウェイブ㈱ 

②設立年月 平成19年４月２日 

③本店所在地 東京都港区港南二丁目16番1号 

④代表者名 首藤 晴美 

⑤資本金 20,000千円 

⑥大株主  

ネクステック㈱    51％ 

首藤 晴美      29％ 

⑦主な事業内容 データマネジメント、シス

テム運用デザイン、データクレンジング 

⑧決算期 ３月 

⑨当社との人的関係 

取締役１名及び監査役１名はネクステック㈱

役員が兼務いたします。 

(子会社の設立) 

 当社の連結子会社である金河科技有限公司

(香港)は、平成19年４月６日に90％出資によ

る子会社を設立しました。 

(1)子会社設立の目的 

 当社は、開発リソースを安定確保し開発を

内包化することで、コスト削減や開発スピー

ドの加速化、ソリューションレベル向上を図

る目的で、中国企業との資本提携を行い、中

国展開を本格化させましたが、現地のシステ

ム開発会社と共同で合弁会社を設立し中国に

おける当社グループのシステム開発機能を強

化させることにいたしました。 

(2)子会社の概要 

①商号 北京力思泰信息技術有限公司 

②設立年月 平成19年４月６日 

③本店所在地 

Jiuxianqiao Road,Beijing,P.R.C(中国北京

市) 

④代表者名 孫 国健 

⑤資本金 20万USドル 

⑥大株主 

 金河科技有限公司 90％ 

 北京思特亦源技術開発有限公司 10％ 

⑦主な事業内容 コンピュータソフトウェア

の開発、設計、製作、ネットワークシステム

の開発、自社生産製品の販売及びアフターサ

ービスの提供、関連技術コンサルティング及

び技術サービス 

⑧決算期 12月 

⑨当社との人的関係 なし  

 



（2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    (子会社株式の売却) 

 平成19年４月９日開催の取締役会におい

て、当社子会社である㈱フォー・リンク・シ

ステムズの株式の一部の譲渡契約を締結する

ことを決議しました。 

(1)譲渡の理由：業務提携を含めた連携強化の

為 

(2)当該子会社の概要 

・商号：㈱フォー・リンク・システムズ 

・事業内容：３次元CADの教育コンサルティン

グ、教育システムおよびコンテンツの開発、

販売 

(3)譲渡の日程：平成19年４月12日 

(4)当該子会社株式の売却に関する内容 

①譲渡先：三菱UFJキャピタル㈱ 

②譲渡株数：1,200株 

(発行済株式数(議決権総数)に対する割合 

17.68％) 

③譲渡金額：156,000千円 

④売却後の持分比率：33.1％ 

⑤関連会社株式売却益：9,380千円 

(資金の借入) 

 平成19年４月19日に、㈱りそな銀行より

450,000千円の資金の借入(長期借入金)を行っ

ております。 

(1)利率：1.94％ 

(2) 終返済期限：平成24年２月29日 

(3)資金の使途：子会社向け増資資金 

(ストック・オプション) 

 当社は平成19年６月26日開催の定時株主総

会において、会社法第236条、第238条及び第

239条の規定に基づき、当社及び当社関係会社

の取締役、監査役、執行役員及び従業員に対

し特に有利な条件をもってストック・オプシ

ョンとして発行する新株予約権の募集事項の

決定を当社取締役会に委任することを決議い

たしました。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１．現金及び預金     498,278 456,058   166,245 

２．売掛金     939,050 251,480   1,143,930 

３．たな卸資産     51,341 775,683   43,602 

４．短期貸付金     － 280,000   － 

５．その他 ※1,3   215,498 241,356   79,826 

流動資産合計     1,704,168 53.8 2,004,579 47.1   1,433,605 39.9

Ⅱ 固定資産         

１．有形固定資産 ※2   117,025 106,110   117,886 

２．無形固定資産         

(1）ソフトウェア     176,680   399,689   146,296 

(2）ソフトウェア仮勘定     119,016   208,443   284,558 

(3）その他     3,500 3,140   3,320 

無形固定資産合計     299,197 611,273   434,175 

３．投資その他の資産         

(1）関係会社株式     464,000 780,200   914,000 

(2）繰延税金資産     409,524 592,341   515,939 

(3）その他     172,767 160,699   176,235 

投資その他の資産合計     1,046,292 1,533,240   1,606,174 

固定資産合計     1,462,515 46.2 2,250,625 52.9   2,158,237 60.1

資産合計     3,166,683 100.0 4,255,205 100.0   3,591,842 100.0 

                     

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１．買掛金     158,434 128,181   142,919 

２．短期借入金     800,000 1,600,000   1,000,000 

３．1年内返済予定長期借入
金 

    208,000 320,000   228,000 

４．前受金     － 410,057   10,982 

５．受注損失引当金     － 47,157   － 

６．その他 ※3   145,424 96,809   217,369 

流動負債合計     1,311,858 41.4 2,602,206 61.2   1,599,271 44.6

Ⅱ 固定負債         

１．長期借入金     378,000 542,000   344,000 

２．受注損失引当金     － 51,040   － 

３．その他     42,646 33,090   37,818 

固定負債合計     420,646 13.3 626,131 14.7   381,818 10.6

負債合計     1,732,505 54.7 3,228,337 75.9   1,981,089 55.2

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     402,110 12.7   402,940 9.5   402,790 11.2 

２．資本剰余金                    

(1）資本準備金   844,316     845,146     844,996    

資本剰余金合計     844,316 26.7   845,146 19.8   844,996 23.5 

３．利益剰余金                    

(1）その他利益剰余金                    

  繰越利益剰余金   193,137     △210,168     368,730    

利益剰余金合計     193,137 6.1   △210,168 △4.9   368,730 10.3 

４．自己株式     △5,385 △0.2   △6,948 △0.2   △5,763 △0.2 

株主資本合計     1,434,178 45.3   1,030,969 24.2   1,610,753 44.8 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評価差額
金 

    － －   △8,006 △0.2   － － 

評価・換算差額等合計     － －   △8,006 △0.2   － － 

Ⅲ 新株予約権     － －   3,904 0.1   － － 

純資産合計     1,434,178 45.3   1,026,867 24.1   1,610,753 44.8 

負債純資産合計     3,166,683 100.0   4,255,205 100.0   3,591,842 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     1,095,966 100.0 494,834 100.0   2,598,901 100.0 

Ⅱ 売上原価     573,961 52.4 419,854 84.8   1,337,363 51.5

売上総利益     522,005 47.6 74,980 15.2   1,261,538 48.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費     398,417 36.4 445,406 90.1   826,181 31.8

営業利益又は 
営業損失（△） 

    123,587 11.2 △370,426 △74.9   435,357 16.7

Ⅳ 営業外収益 ※1   3,786 0.4 9,054 1.8   12,054 0.5

Ⅴ 営業外費用 ※2   7,079 0.6 14,539 2.9   16,260 0.6

経常利益又は 
経常損失（△） 

    120,294 11.0 △375,911 △76.0   431,151 16.6

Ⅵ 特別利益 ※3   － － 12,000 2.4   － －

Ⅶ 特別損失 ※4   321,318 29.3 441,306 89.1   331,318 12.8

税引前中間純損失(△)
又は当期純利益 

    △201,024 △18.3 △805,217 △162.7   99,833 3.8

法人税、住民税及び 
事業税 

  265 475 704   

法人税等調整額   △58,381 △58,116 △5.3 △226,793 △226,318 △45.7 66,443 67,148 2.5

中間純損失(△) 
又は当期純利益 

    △142,908 △13.0 △578,898 △117.0   32,684 1.3

          



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 
株主資本 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計  

資本準備金 

その他 
利益剰余金 

  繰越 
利益剰余金 

平成18年３月31日 残高(千円） 399,480 447,580 336,045 － 1,183,105 1,183,105 

中間会計期間中の変動額            

新株の発行 2,630 2,630 － － 5,260 5,260 

中間純損失 － － △142,908 － △142,908 △142,908 

自己株式の取得 － － － △5,385 △5,385 △5,385 

株式交換 － 394,106 － － 394,106 394,106 

中間会計期間中の変動額合計(千円） 2,630 396,736 △142,908 △5,385 251,072 251,072 

平成18年９月30日 残高(千円） 402,110 844,316 193,137 △5,385 1,434,178 1,434,178 



当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計 
資本準備金 

その他 
利益剰余金 

繰越 
利益剰余金 

平成19年３月31日 残高(千円） 402,790 844,996 368,730 △5,763 1,610,753 

中間会計期間中の変動額          

新株の発行 150 150 － － 300 

中間純損失 － － △578,898 － △578,898 

自己株式の取得 － － － △1,185 △1,185 

株主資本以外の項目の中間会計期間中の変動額

（純額） 
－ － － － － 

中間会計期間中の変動額合計(千円） 150 150 △578,898 △1,185 △579,783 

平成19年９月30日 残高(千円） 402,940 845,146 △210,168 △6,948 1,030,969 

 

 評価・換算
差額等  

新株予約権 純資産合計 

 その他有価証券
評価差額金 

平成19年３月31日 残高(千円） － － 1,610,753 

中間会計期間中の変動額      

新株の発行 － － 300 

中間純損失 － － △578,898 

自己株式の取得 － － △1,185 

株主資本以外の項目の中間会計期間中の変動額

（純額） 
△8,006 3,904 △4,102 

中間会計期間中の変動額合計(千円） △8,006 3,904 △583,885 

平成19年９月30日 残高(千円） △8,006 3,904 1,026,867 

 
株主資本 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計  

資本準備金 

その他 
利益剰余金 

  繰越 
利益剰余金 

平成18年３月31日 残高(千円） 399,480 447,580 336,045 － 1,183,105 1,183,105 

事業年度中の変動額            

新株の発行 3,310 3,310 － － 6,620 6,620 

当期純利益 － － 32,684 － 32,684 32,684 

自己株式の取得 － － － △5,763 △5,763 △5,763 

株式交換 － 394,106 － － 394,106 394,106 

事業年度中の変動額合計(千円） 3,310 397,416 32,684 △5,763 427,647 427,647 

平成19年３月31日 残高(千円） 402,790 844,996 368,730 △5,763 1,610,753 1,610,753 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価
方法 

(1)有価証券 
 子会社株式 
 移動平均法による原価法を採用
しております。 

(1)有価証券 
 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1)有価証券 
  子会社株式 

同左 

  その他有価証券 
 時価のあるもの  

───────── 

その他有価証券 
 時価のあるもの  

 中間決算日の市場価格等に基
づく時価法（評価差額は全部純
資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定）
を採用しております。 

その他有価証券 
 時価のあるもの  

───────── 

   時価のないもの  
 移動平均法による原価法を採
用しております。  

 時価のないもの  
 同左 

 時価のないもの   
 同左 

  (2)たな卸資産 
商品 
 総平均法による原価法を採用
しております。 

(2)たな卸資産
商品 

同左 

(2)たな卸資産 
商品 

同左 

  仕掛品 
 個別法による原価法を採用し
ております。 

仕掛品
同左 

仕掛品
同左 

  貯蔵品 
 最終仕入原価法を採用してお
ります。 

貯蔵品
同左 

貯蔵品
同左 

２．固定資産の減価償却の方
法 

(1）有形固定資産 
 定率法によっております。 
 なお、主な耐用年数は次のと
おりであります。 

 建物     ８～18年 

 器具及び備品 ４～８年 

(1）有形固定資産
 同左  

  

  

(1）有形固定資産 
同左  

  

  

  (2）無形固定資産 
 定額法によっております。 
 なお、市場販売目的のソフト
ウェアについては、見込有効期
間(3年)における見込販売収益
に基づく償却額と販売可能な残
存有効期間に基づく均等配分額
を比較し、いずれか大きい金額
を計上しております。自社利用
のソフトウェアについては、社
内における利用可能期間(５年)
に基づく定額法によっておりま
す。 

(2）無形固定資産
同左  

(2）無形固定資産 
同左  

  (3）長期前払費用 
 均等償却によっております。 

(3）長期前払費用
同左 

(3）長期前払費用 
同左 

３．引当金の計上基準 ───────── (1）受注損失引当金
 受注案件に係る将来の損失に備
えるため、当中間会計期間末にお
ける受注案件のうち、損失の発生
が見込まれ、かつ、その金額を合
理的に見積ることができるものに
ついて、その損失見込額を計上し
ております。  

───────── 

４．収益及び費用の計上基準  収益及び費用の計上は、原則と
して検収基準によっております。
ただし、作業期間が６ヶ月超、か
つ、受注金額が５千万円以上で、
収益及び費用の見積りが可能なプ
ロジェクトについては、進行基準
を採用しております。 

同左 同左 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっておりま
す。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表（財
務諸表）作成のための基
本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 
 税抜方式によっております。 

同左
  

同左 
  



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」(企業会計

基準第５号 平成17年12月９日)及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」(企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日)を適用しております。

これまでの「資本の部」の合計に相当する金

額は1,434,178千円であります。なお、当中

間会計期間における中間貸借対照表の純資産

の部については、中間財務諸表等規則の改正

に伴い、改正後の中間財務諸表等規則により

作成しております。 

        ──────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第

５号 平成17年12月９日)及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」(企業会計基準適用指針第８号 平成17

年12月９日)を適用しております。これまでの

「資本の部」の合計に相当する金額は

1,610,753千円であります。なお、当事業年度

における貸借対照表の純資産の部について

は、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しております。 

（企業結合に係る会計基準等） 

 当中間会計期間より、「企業結合に係る会

計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31

日）及び「事業分離等に関する会計基準」

（企業会計基準第７号 平成17年12月27日）

並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会

計基準に関する適用指針」（企業会計基準適

用指針第10号 平成17年12月27日）を適用し

ております。 

────── （企業結合に係る会計基準等） 

 当事業年度より、「企業結合に係る会計基

準」(企業会計審議会 平成15年10月31日)及び

「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基

準第７号 平成17年12月27日)並びに「企業結

合会計基準及び事業分離等会計基準に関する

適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 最

終改正平成18年12月22日)を適用しておりま

す。 

 ────── ────── （繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い）

 当事業年度より、「繰延資産の会計処理に関

する当面の取扱い」（実務対応報告第19号 平

成18年8月11日）を適用しております。 

 これに伴い、前事業年度において営業外費用

の内訳として表示しております「新株発行費」

については「株式交付費」（当事業年度は788

千円）とし、営業外費用の総額の100分の10以

下となったため、営業外費用の「その他」に含

めて表示することにいたしました。 

 ──────  （減価償却方法の変更） 

 当中間会計期間より、法人税法の改正に伴

い、平成19年４月１日以降に取得した有形固

定資産の減価償却方法については、改正後の

法人税法に基づく方法に変更しております。

これによる損益に与える影響は軽微でありま

す。 

──────  



表示方法の変更 

追加情報 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

 (中間貸借対照表) 

１．前中間会計期間まで、投資その他の資産の「その他」に含めて表

示しておりました「関係会社株式」は、当中間会計期間末において資

産の総額の100分の５を超えることとなったため、区分掲記しており

ます。なお、前中間会計期間末における「関係会社株式」の金額は

50,000千円であります。 

２．前中間会計期間において区分掲記しておりました「敷金保証金」

(当中間会計期間末残高136,174千円)は、資産の総額の100分の５以下

となったため、投資その他の資産の「その他」に含めて表示すること

にいたしました。 

３．前中間会計期間まで、投資その他の資産の「その他」に含めて表

示しておりました「繰延税金資産」は、当中間会計期間末において資

産の総額の100分の５を超えることとなったため、区分掲記しており

ます。なお、前中間会計期間末における「繰延税金資産」の金額は

983千円であります。 

 (中間貸借対照表) 

１．前中間会計期間まで、流動負債の「その他」に含めて表示してお

りました「前受金」は、当中間会計期間末において資産の総額の100

分の５を超えることとなったため、区分掲記しております。なお、前

中間会計期間末における「前受金」の金額は11,625千円であります。 

  

  

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

        ──────  当中間会計期間より、平成19年3月31日以

前に取得した有形固定資産については、改正

前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到達した事業年度の

翌事業年度より、取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上しております。

これによる損益に与える影響は軽微でありま

す。 

 ────── 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

(中間損益計算書関係) 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．ファクタリング方式により譲渡した売

上債権の未収額12,285千円が含まれておりま

す。 

※１     ──────  ※１     ──────  

※２．有形固定資産の減価償却累計額 

43,999千円   

※２．有形固定資産の減価償却累計額 

      70,607千円   

※２．有形固定資産の減価償却累計額 

  58,360千円    

※３．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動負債の「その他」に含めて表示して

おります。 

※３．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動資産の「その他」に含めて表示して

おります。  

※３     ──────  

 ４. 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行４行と当座貸越契約を締

結しております。これら契約に基づく当

中間会計期間末の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

 当座貸越限度額の総額 2,500,000千円 

 借入実行残高 800,000千円 

 差引額 1,700,000千円 

 ４. 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行４行と当座貸越契約を締

結しております。これら契約に基づく当

中間会計期間末の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

 当座貸越限度額の総額 2,500,000千円 

 借入実行残高 1,600,000千円 

 差引額 900,000千円 

 ４. 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行４行と当座貸越契約を締

結しております。これら契約に基づく当

事業年度末の借入未実行残高は次のとお

りであります。 

 当座貸越限度額の総額 2,500,000千円 

 借入実行残高 1,000,000千円 

 差引額 1,500,000千円 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 

負ののれん償却額 2,244千円 受取利息      1,934千円

負ののれん償却額      4,727千円

負ののれん償却額     7,073千円

印税収入    2,797千円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 6,810千円 支払利息      13,795千円 支払利息      15,472千円

※３．    ─────────  ※３．特別利益のうち主要なもの ※３．    ─────────  

  関係会社株式売却益 12,000千円   

※４．特別損失のうち主要なもの  ※４．特別損失のうち主要なもの  ※４．特別損失のうち主要なもの  

ソフトウェア 

仮勘定評価損 
321,318千円

 契約変更損 439,806千円 ソフトウェア 

仮勘定評価損 

     321,318千円

 ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額 

有形固定資産 11,697千円

無形固定資産 40,674千円

有形固定資産       12,246千円

無形固定資産       53,446千円

有形固定資産       26,058千円

無形固定資産       89,739千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加は、端株の買取りによるものであります。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加は、端株の買取りによるものであります。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加は、端株の買取りによるものであります。 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項  

 
前事業年度末 

株式数(株) 

当中間会計期間 

増加株式数(株) 

当中間会計期間 

減少株式数(株) 

当中間会計期間末 

株式数(株) 

自己株式        

普通株式（注）１ － 10.04 － 10.04 

合計 － 10.04 － 10.04 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項  

 
前事業年度末 

株式数(株) 

当中間会計期間 

増加株式数(株) 

当中間会計期間 

減少株式数(株) 

当中間会計期間末 

株式数(株) 

自己株式        

普通株式（注）１ 11.01 3.80 － 14.81 

合計 11.01 3.80 － 14.81 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項  

 
前事業年度末 

株式数(株) 

当事業年度増加 

株式数(株) 

当事業年度減少 

株式数(株) 

当事業年度末 

株式数(株) 

自己株式        

普通株式（注）１ － 11.01 － 11.01 

合計 － 11.01 － 11.01 



(リース取引関係) 

(有価証券関係) 

当中間会計期間末（平成19年９月30日現在）、前中間会計期間末（平成18年９月30日現在）及び前事業年度末

（平成19年３月31日現在）において、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

(企業結合会計) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

（パーチェス法適用関係） 

 当中間会計期間における「企業結合会計(パーチェス法適用関係)」については、中間連結財務諸表における注

記事項として記載しておりますので、中間財務諸表における注記事項としては記載しておりません。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（パーチェス法適用関係） 

 当事業年度における「企業結合会計(パーチェス法適用関係)」については、連結財務諸表における注記事項と

して記載しておりますので、財務諸表における注記事項としては記載しておりません。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

1.リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

1.リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１.リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

器具及び備品 41,184 7,021 34,163 

ソフトウェア 45,169 37,044 8,124 

合計 86,353 44,065 42,288 

  

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

器具及び備品 44,345 15,247 29,097

ソフトウェア 7,999 3,332 4,666

合計 52,344 18,580 33,763

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

器具及び備品 44,345 11,029 33,316

ソフトウェア 45,169 39,702 5,466

合計 89,514 50,731 38,782

 (2)未経過リース料中間期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

 (2)未経過リース料中間期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

 (2)未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内 11,001千円

１年超 32,383千円

合計 43,385千円

１年内 9,990千円

１年超 25,153千円

合計 35,144千円

１年内      9,818千円

１年超       30,192千円

合計       40,010千円

 (3)支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

 (3)支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

 (3)支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

支払リース料 7,785千円

減価償却費相当額 7,198千円

支払利息相当額 649千円

支払リース料 5,510千円

減価償却費相当額 5,018千円

支払利息相当額 643千円

支払リース料      15,029千円

減価償却費相当額      10,102千円

支払利息相当額    1,357千円

 (4)減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

 (4)減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

 (4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 (5)利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。 

 (5)利息相当額の算定方法 

同左  

 (5)利息相当額の算定方法 

同左 

(減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損失はあり

ません。  

(減損損失について) 

同左  

(減損損失について) 

同左  



(１株当たり情報) 

 （注） １株当たり中間純損失金額又は当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上

の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式は存在するもの

の１株当たり中間純損失金額であるため記載

しておりません。 

１株当たり純資産額 92,201円53銭

１株当たり中間純損失金

額 
9,283円38銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式は存在するもの

の１株当たり中間純損失金額であるため記載

しておりません。 

１株当たり純資産額 65,115円16銭

１株当たり中間純損失金

額 
36,964円35銭

１株当たり純資産額  103,108円98銭

１株当たり当期純利益金

額 
2,104円90銭

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
2,064円62銭

  

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

１株当たり中間純損失金額(△)又は当期純利益

金額 
      

中間純損失(△)又は当期純利益(千円) △142,908 △578,898 32,684 

普通株主に帰属しない金額(千円） － － － 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (－) 

普通株式に係る中間純損失(△)又は当期純利益

(千円) 
△142,908 △578,898 32,684 

期中平均株式数(株） 15,394 15,661 15,535 

       
潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金

額 
      

中間(当期)純利益調整額(千円） － － － 

 (うち支払利息(税額相当額控除後)) (－) (－) (－) 

 普通株式増加数(株） 378 － 303 

 (うち新株予約権) (378) (－) (303) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり中間(当期)純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式の概要 

ストックオプション ６種類

 新株予約権の数 1,904個 

 (普通株式    2,131株) 

 なお、この詳細は「第４提

出会社の状況、１．株式等の

状況、（２）新株予約権等の

状況」に記載のとおりであり

ます。 

ストックオプション ６種類

 新株予約権の数 2,208個 

 (普通株式    2,176株) 

 なお、この詳細は「第４提

出会社の状況、１．株式等の

状況、（２）新株予約権等の

状況」に記載のとおりであり

ます。 

ストックオプション ６種類

 新株予約権の数   1,841個 

 (普通株式    1,841株)

 なお、この詳細は「第４提

出会社の状況、１．株式等の

状況、（２）新株予約権等の

状況」に記載のとおりであり

ます。 



(重要な後発事象) 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

──────── ──────── (子会社の設立) 

 当社は、平成19年３月26日開催の取締役会

において、当社51％出資による子会社を設立

することを決議しました。 

(1)子会社設立の目的 

 当社は、製造業専門のコンサルティング会

社として、業務改革グランドデザインからシ

ステム開発・導入、ソフトウェア開発・販売

まで、PLMソリューションサービスを提供し

ておりますが、現在、顧客のニーズがデータ

クレンジングサービスやデータメンテナンス

といったシステムの運用・保守領域まで拡大

してきているため、当社のサービスライン拡

大のため、同サービス領域における専門メン

バーを迎え、共同出資にて子会社を設立する

にいたりました。 

(2)子会社の概要 

①商号 ネクステックウェイブ㈱ 

②設立年月 平成19年4月2日 

③本店所在地 東京都港区港南二丁目16番1

号 

④代表者名 首藤 晴美 

⑤資本金 20,000千円 

⑥大株主 

ネクステック㈱ 51％ 

首藤 晴美   29％ 

⑦主な事業内容 データマネジメント、シス

テム運用デザイン、データクレンジング 

⑧決算期 3月 

⑨当社との人的関係 

 取締役1名及び監査役1名はネクステック㈱

役員が兼務いたします。 

(子会社株式の売却) 

 平成19年４月９日開催の取締役会におい

て、当社子会社である㈱フォー・リンク・シ

ステムズの株式の一部の譲渡契約を締結する

ことを決議しました。 

(1)譲渡の理由：業務提携を含めた連携強化

の為 

(2)当該子会社の概要 

・商号：㈱フォー・リンク・システムズ 

・事業内容：３次元CADの教育コンサルティ

ング、教育システム及びコンテンツの開発、

販売 

(3)譲渡の日程：平成19年４月12日 

(4)当該子会社株式の売却に関する内容 

①譲渡先：三菱UFJキャピタル㈱ 

②譲渡株数：1,200株 

(発行済株式数(議決権総数)に対する割合 

17.68％) 

③譲渡金額：156,000千円 

④売却後の持分比率：33.14％ 

⑤関係会社株式売却益：12,000千円 

 



前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

    (資金の借入) 

 平成19年４月19日に、㈱りそな銀行より

450,000千円の資金の借入(長期借入金)を行

っております。 

(1)利率：1.94％ 

(2)最終返済期限：平成24年２月29日 

(3)資金の使途：子会社向け増資資金 

(ストック・オプション) 

 当社は平成19年６月26日開催の定時株主総

会において、会社法第236条、第238条及び第

239条の規定に基づき、当社及び当社関係会

社の取締役、監査役、執行役員及び従業員に

対し特に有利な条件をもってストック・オプ

ションとして発行する新株予約権の募集事項

の決定を当社取締役会に委任することを決議

いたしました。 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第７期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月27日関東財務局長に提出。

(2）臨時報告書 

 平成19年４月９日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号(特定子会社の異動)に基づく臨時報告書であります。 

 平成19年７月５日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２(ストックオプションとしての新株予約権の発行)に

基づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月21日 

ネクステック株式会社  

  取締役会 御中      

  三優監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 杉田 純   印 

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小林 昌敏  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているネクス

テック株式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年4月1日から

平成18年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株

主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、ネクステック株式会社及び連結子会社の平成18年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

１．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当中間連結会計

期間から貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務

諸表を作成している。 

２．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当中間連結会計

期間から企業結合に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

３．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当中間連結会計

期間から繰延資産の会計処理に関する当面の取扱いを適用しているため、当該取扱いにより中間連結財務諸表を作

成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 以上 

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年12月19日 

ネクステック株式会社  

  取締役会 御中      

  三優監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 杉田 純   印 

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小林 昌敏  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているネクステック株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中

間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、ネクステック株式会社及び連結子会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

  中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更（減価償却方法の変更）に記載されているとおり、

会社は法人税法の改正に伴い、平成１９年４月１日以降に取得した有形固定資産の減価償却方法については、改正

後の法人税法に基づく方法に変更している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 以上 

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月21日 

ネクステック株式会社  

  取締役会 御中      

  三優監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 杉田 純   印 

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小林 昌敏  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているネクス

テック株式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第7期事業年度の中間会計期間（平成18年4月1日から平成

18年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ネクステック株式会社の平成18年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年4月

1日から平成18年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

１．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当中間会計期間から

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成し

ている。 

２．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当中間会計期間から

企業結合に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 以上 

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年12月19日 

ネクステック株式会社  

  取締役会 御中      

  三優監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 杉田 純   印 

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小林 昌敏  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているネクステック株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第８期事業年度の中間会計期間

（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計

算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ネクステック株式会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成

１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

  中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更（減価償却方法の変更）に記載されているとおり、会社

は法人税法の改正に伴い、平成１９年４月１日以降に取得した有形固定資産の減価償却方法については、改正後の

法人税法に基づく方法に変更している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 以上 

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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